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議案第１号

取手市手数料条例の一部を改正する条例について

取手市手数料条例（平成１１年条例第２３号）の一部を別紙のとおり改正する。

令和６年２月１５日提出

取手市長 中 村 修

提案理由

戸籍法の改正を踏まえて地方公共団体の手数料の標準に関する政令が改正された

ことに伴い，手数料の新設を行うほか所要の整備を行うため，本条例の一部を改正す

るものです。
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取手市手数料条例の一部を改正する条例

取手市手数料条例（平成１１年条例第２３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

改正後 改正前

(手数料の免除) (手数料の免除)

第 5 条 次の各号のいずれかに該当する場

合は，手数料を免除することができる。

第 5 条 次の各号のいずれかに該当する場

合は，手数料を免除することができる。

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略)

(3) 法律の規定により無料で戸籍に関す

る事項の証明を請求することができる

者が，当該戸籍に関する事項の証明を請

求したとき。

(3) 法律の規定により無料で戸籍に関す

る事項の証明を請求することができる

者が，戸籍記載事項証明又は戸籍の一部

事項証明を請求したとき。

(4) 条例で定めるところにより無料で戸

籍に関する事項の証明を行うことがで

きることを規定する法律の規定(規則で

定めるものに限る。)に基づき，当該戸

籍に関する事項の証明の請求があった

とき。

(4) 条例で定めるところにより無料で戸

籍に関する事項の証明を行うことがで

きることを規定する法律の規定(規則で

定めるものに限る。)に基づき，戸籍記

載事項証明又は戸籍の一部事項証明の

請求があったとき。

(5) 前号の規定により戸籍に関する事項

の証明を請求できる者が，住民票記載事

項証明を請求したとき。

(5) 前号の規定により戸籍記載事項証明

又は戸籍の一部事項証明を請求できる

者が，住民票記載事項証明を請求したと

き。

(6)から(8)まで (略) (6)から(8)まで (略)

改正前（対応する改正後の欄はこの欄の次に記載）

別表第 1(第 2 条関係)

手数料を徴収する事務 手数料の名称 手数料の額

(1)から(14)まで (略) (略) (略)

(15) 戸籍の謄本若しくは抄本又は磁気デ

ィスク（これに準ずる方法により一定の事

項を確実に記録することができる物を含

む。次号において同じ。）をもって，調製

戸籍の謄本若しくは

抄本又は戸籍の記録

事項証明書の交付手

数料

1件 450円
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された戸籍に記録されている事項の全部

若しくは一部を証明した書面の交付

(16) 除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又

は磁気ディスクをもって調製された除か

れた戸籍に記録されている事項の全部若

しくは一部を証明した書面の交付

除かれた戸籍の謄本

若しくは抄本又は除

かれた戸籍の記録事

項証明書の交付手数

料

1件 750円

(17) 戸籍に記載した事項に関する証明 戸籍記載事項に関す

る証明手数料

証明事項1件

につき 350

円

(18) 除かれた戸籍に記載した事項に関す

る証明

除かれた戸籍記載事

項に関する証明手数

料

1件 450円

(19)から(21)まで (略) (略) (略)

(22) 戸籍法(昭和22年法律第224号)第48条

第1項(同法第117条において準用する場合

を含む。)の規定に基づく届出若しくは申

請の受理の証明書又は同法第48条第2項

(同法第117条において準用する場合を含

む。)若しくは第126条の規定に基づく届書

その他市長の受理した書類に記載した事

項の証明書の交付

戸籍法第48条第1項

(同法第117条におい

て準用する場合を含

む。)の規定に基づく

届出若しくは申請の

受理の証明書又は同

法第48条第2項(同法

第117条において準用

する場合を含む。)若

しくは第126条の規定

に基づく届書その他

市長の受理した書類

に記載した事項の証

明書の交付手数料

1通につき350

円。ただし，婚

姻，離婚，養子

縁組，養子離

縁又は認知の

届出の受理に

ついて，請求

により法務省

令で定める様

式による上質

紙を用いる場

合 に あ っ て

は，1,400円

(23) 戸籍法第48条第2項(同法第117条にお

いて準用する場合を含む。)の書類の閲覧

戸籍法第48条第2項

(同法第117条におい

て準用する場合を含

む。)の書類の閲覧手

数料

書類1件につ

き 350円

(24)から(133)まで (略) (略) (略)
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改正後（対応する改正前の欄はこの欄の前に記載）

別表第 1(第 2 条関係)

手数料を徴収する事務 手数料の名称 手数料の額

(1)から(14)まで (略) (略) (略)

(15) 戸籍法(昭和22年法律第224号)第10条

第1項，第10条の2第1項から第5項まで若し

くは第126条の規定に基づく戸籍の謄本若

しくは抄本の交付又は同法第120条第1項，

第120条の2第1項若しくは第126条の規定

に基づく戸籍証明書の交付

戸籍の謄本若しくは

抄本又は戸籍証明書

の交付手数料

1通につき

450 円

(16) 戸籍法第12条の2において準用する同

法第10条第1項若しくは第10条の2第1項か

ら第5項までの規定若しくは同法第126条

の規定に基づく除かれた戸籍の謄本若し

くは抄本の交付又は同法第120条第1項，第

120条の2第1項若しくは第126条の規定に

基づく除籍証明書の交付

除かれた戸籍の謄本

若しくは抄本又は除

籍証明書の交付手数

料

1通につき

750 円

(17) 戸籍法第10条第1項，第10条の2第1項

から第5項まで又は第126条の規定に基づ

く戸籍に記載した事項に関する証明書の

交付

戸籍に記載した事項

に関する証明書の交

付手数料

証明事項1件

につき 350

円

(18) 戸籍法第12条の2において準用する同

法第10条第1項若しくは第10条の2第1項か

ら第5項までの規定又は同法第126条の規

定に基づく除かれた戸籍に記載した事項

に関する証明書の交付

除かれた戸籍に記載

した事項に関する証

明書の交付手数料

証明事項1件

につき 450

円

(19) 戸籍法第 120 条の 3 第 2 項の規定に

基づく戸籍電子証明書提供用識別符号の

発行（情報通信技術を活用した行政の推進

等に関する法律（平成 14年法律第 151 号）

第 7条第 1項の規定により同法第 6条第 1

項に規定する電子情報処理組織を使用す

る方法（総務省令で定めるものに限る。以

下この号及び次号において同じ。）により

戸籍電子証明書提供用識別符号の発行を

行う場合（当該発行に係る戸籍電子証明書

の請求が同項の規定により同項に規定す

る電子情報処理組織を使用する方法によ

戸籍電子証明書提供

用識別符号の発行手

数料

戸籍電子証明

書提供用識別

符号 1 件につ

き 400 円
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り行われた場合に限る。）における当該発

行及び戸籍電子証明書提供用識別符号の

発行に係る戸籍電子証明書の請求を行う

者が同時に当該戸籍電子証明書が証明す

る事項と同一の事項を証明する戸籍の謄

本若しくは抄本又は戸籍証明書の請求を

行う場合における当該発行を除く。）

(20) 戸籍法第 120 条の 3 第 2 項の規定に

基づく除籍電子証明書提供用識別符号の

発行（情報通信技術を活用した行政の推進

等に関する法律第 7 条第 1 項の規定によ

り同法第 6 条第 1 項に規定する電子情報

処理組織を使用する方法により除籍電子

証明書提供用識別符号の発行を行う場合

（当該発行に係る除籍電子証明書の請求

が同項の規定により同項に規定する電子

情報処理組織を使用する方法により行わ

れた場合に限る。）における当該発行及び

除籍電子証明書提供用識別符号の発行に

係る除籍電子証明書の請求を行う者が同

時に当該除籍電子証明書が証明する事項

と同一の事項を証明する除かれた戸籍の

謄本若しくは抄本又は除籍証明書の請求

を行う場合における当該発行を除く。）

除籍電子証明書提供

用識別符号の発行手

数料

除籍電子証明

書提供用識別

符号 1 件につ

き 700 円

(21)から(23)まで (略) (略) (略)

(24) 戸籍法第48条第1項(同法第117条にお

いて準用する場合を含む。)の規定に基づ

く届出若しくは申請の受理の証明書の交

付，同法第48条第2項(同法第117条におい

て準用する場合を含む。)若しくは第126条

の規定に基づく届書その他市長の受理し

た書類に記載した事項の証明書の交付又

は同法第120条の6第1項の規定に基づく届

書等情報の内容の証明書の交付

戸籍法第48条第1項

(同法第117条におい

て準用する場合を含

む。)の規定に基づく

届出若しくは申請の

受理の証明書，同法第

48条第2項(同法第117

条において準用する

場合を含む。)若しく

は第126条の規定に基

づく届書その他市長

の受理した書類に記

載した事項の証明書

又は同法第120条の6

第1項の規定に基づく

1 通につき 350

円(婚姻，離婚，

養子縁組，養子

離縁又は認知

の届出の受理

について，請求

により法務省

令で定める様

式による上質

紙を用いる場

合にあっては，

1 通 に つ き

1,400 円)
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付 則

この条例は，令和６年３月１日から施行する。

届書等情報の内容の

証明書の交付手数料

(25) 戸籍法第48条第2項(同法第117条にお

いて準用する場合を含む。)の規定に基づ

く届書その他市長の受理した書類の閲覧又

は同法第120条の6第1項の規定に基づく届

書等情報の内容を表示したものの閲覧

戸籍法第48条第2項

(同法第117条におい

て準用する場合を含

む。)の規定に基づく届

書その他市長の受理し

た書類又は同法第120

条の6第1項の規定に

基づく届書等情報の

内容を表示したもの

の閲覧手数料

書類又は届書

等情報の内容

を表示したも

の1件につき

350円

(26)から(135)まで (略) (略) (略)



議案第２号

５社総交公区第１－８号駅前交通広場整備工事その６請負契約の締結につい

て

５社総交公区第１－８号駅前交通広場整備工事その６につき、次のとおり仮工事請

負契約を締結したので、地方自治法第９６条第１項第５号及び議会の議決に付すべき

契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により、議会の議決を求める。

記

１ 契約の対象 ５社総交公区第１－８号駅前交通広場整備工事その６

２ 契 約 金 額 金２６３，４５０，０００円

３ 契約の相手方 常総・大竹特定建設工事共同企業体

代表構成員 茨城県神栖市賀２１０８番地８

常総開発工業株式会社

代表取締役 石津 正美

構成員 茨城県取手市小文間５５８４番地

大竹建設株式会社

代表取締役 大竹 光

４ 契 約 方 法 一般競争入札

令和６年２月１５日提出

取手市長 中 村 修
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契約についての説明資料

１ 工事名称 ５社総交公区第１－８号駅前交通広場整備工事その６

２ 工事場所 取手市中央町、新町二丁目地内

３ 工事概要 取手駅北土地区画整理事業の駅前交通広場において、供用開始を

目的とした舗装工事や道路附属施設工事を行うものです。あわせて、

ペデストリアンデッキ延伸部のシェルター設置や新設階段の意匠

工事を行います。

【駅前交通広場内】

車道舗装（半たわみ性セメントミルク） ２，９３０㎡

歩道舗装（透水性平板ブロック） ２，０３５㎡

歩道舗装（透水性誘導ブロック） １４９㎡

横断防止柵 ６８ｍ サポート柵 ７３ｍ

照明灯 １９基 総合サイン １式

植栽 １９９㎡ 道路標識 ３３か所

区画線 １式

【ペデストリアンデッキ】

シェルター ９ｍ 高欄 ６ｍ

桁カバー １式 喫煙所 １か所

【階段２か所】

床タイル １４４㎡ 高欄 ５０ｍ

居室整備 １か所

４ 工事期間 自 議会の議決の日の翌日

至 令和６年３月２９日

５ 入札参加業者（３業者）

常総・大竹特定建設工事共同企業体

オカベ・上田特定建設工事共同企業体

株木・赤塚特定建設工事共同企業体
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参考資料

入 札 調 書

（単位：円）

１

件 名 ５社総交公区第１－８号駅前交通広場整備工事その６

履行場所 取手市中央町、新町二丁目地内 契約方法 一般競争入札

入札会場 取手市役所財政部管財課内 入札日時
令和６年１月２６日

午前９時

予定価格 \267,520,000 入札書比較価格 \243,200,000

最低制限価格 \243,716,000
最低制限価格

入札書比較価格
\221,560,000

入札者 入札第１回

常総・大竹特定建設工事共同企業体 \239,500,000 落札

オカベ・上田特定建設工事共同企業体 \241,000,000

株木・赤塚特定建設工事共同企業体 \243,000,000

上記金額は、入札者が見積もった契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額で

ある。

契約金額 \263,450,000 円
請負者

氏 名

常総・大竹特定建設工事共同

企業体

仮契約

年月日
令和６年１月３０日 契約期間

自 議会の議決の日の翌日

至 令和６年３月２９日
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同意案第１号

取手市監査委員の選任に関する同意について

取手市監査委員に下記の者を選任したいので、地方自治法第１９６条第１項

の規定に基づき、議会の同意を求める。

記

氏 名 金 澤 克 仁

生年月日 昭和５０年５月３０日

住 所 取手市東六丁目６６番３２号

令和６年２月１５日提出

取手市長 中 村 修
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経 歴 書（ 抜 粋 ）

氏 名 金 澤 克 仁（かなざわ かつひと）

生年月日 昭和５０年５月３０日（４８歳）

住 所 取手市東六丁目６６番３２号

学 歴

平成１０年 ３月 獨協大学経済学部卒業

職 歴

平成１０年 ４月 衆議院議員秘書（平成１９年７月まで）

平成２０年 ２月 取手市議会議員（平成２８年２月まで）

平成２８年 ４月 参議院議員秘書（平成２８年１２月まで）

平成２９年 １月 運送会社勤務（平成２９年１２月まで）

平成３０年 １月 衆議院議員秘書（平成３０年１２月まで）

平成３１年 ４月 取手市議会議員 現在に至る


